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1. 序論 
現在我が国では、少子高齢化、相対的貧困の子どもへの注目、虐待報告件数の増加、不

登校増加、いじめの増加、未成年自殺率の増加、児童虐待の増加、ヤングケアラーへの注

目など、子どもに関連する社会現象は、昨今の社会問題を議論する上で避けては通れない

状態になっている。また、これらの社会現象は単純な因果関係では説明できない。子育て

の一義的責任を担う家庭、子ども同士の友人関係、学校との関係、それらをとりまく地域、

自治体、国家、イデオロギーなどが生態学的に複雑に絡み合って相互作用している。近年

では、このように煩雑化する子どもに関する問題への対応と解消を目的に「子ども家庭庁」

が設立されるなど、喫緊の課題であることが容易に認識できる。 
このような流れの中で、既存の公的支援の不十分さや行き届かなさから、こぼれ落ちて

いる困難を抱える子どもたちへのサポートを提供するために「子どもの居場所」づくりが

進められている（たとえば、日本財団, 2022；佐々木, 2020,；島村ら, 2017）。国や各都道

府県ごとでも、子どもの居場所づくりや運営の支援策として、交付金や補助金が施されて

きている（内閣府, 2020a）。しかし、問題への介入には支援機関の充足というマクロな観

点だけでなく、個々の子どもの特性にあったサポートがなされているかというミクロな観

点も必要となる。 
子どもの居場所では、専門機関とは異なり、参加できる子どものスクリーニングがされ

ない場合、さまざまなタイプの子どもが来ることになる。中でも子どもの攻撃行動は仲間

からの拒絶や集団での孤立、将来的な非行や抑うつなどのトラブルを抱えやすことが指摘

されている（濱口ら, 2009；佐藤ら, 1988）。そのため、攻撃行動がみられる子どもには、

さまざまな専門家や専門機関によるトレーニングや介入支援が行われている（Fraser, 
2004=2009）。一方で、子どもの居場所においては専門職を設置していない活動も少なく

ない（日本財団, 2021）。子どもの困難に対して支援する場所としての期待がされ、その実

績も評価されつつあるが、学術研究としての蓄積はまだ浅い。依然、特別な関わりが必要

とされている特性をもつ子どもに関する実態も明らかになっていない。 
そのため本研究では、子ども、特に児童に焦点を当て、児童の攻撃行動へのこれまでの

支援方法と比較しながら、「子どもの居場所」において攻撃行動がみられる児童に対して、

どのような支援や関わりがなされているのかを明らかにする。 



 2 

具体的には、まず日本で展開されている子どもの居場所の取り組みと活動の背景、現状

の意義と課題を概観する。加えて子どもの攻撃行動について、行動の機能的意味、リスク、

リスクの保護因子、介入支援を整理していく。そして、子どもの居場所と児童の攻撃行動

に関する先行研究を念頭に踏まえた上で、実際に子どもの居場所の活動で児童と関わるス

タッフへ、児童の攻撃行動が発生した時の様子や対応をインタビュー、質的分析を通して 
明らかにしていく。 

 
2. 貧困・孤立対策としての子どもの居場所と課題 
日本では子どもの心身の健康向上のための活動や施策が、国、非営利団体や市民団体、

企業の CSR活動などを含む、各方面でとりくまれている。子どもに関連する問題への支援

策としては児童福祉施設の設置や、学校でのカウンセラー設置などがすすめられてきては

いるものの、2020 年度の子供・若者の意識に関する調査では、子ども・若者の半数以上が

既存の支援機関を使用したくないと回答している。またその理由の上位 3 つは「自分には

関係ない場所だと思うから（30.3%）」「行くのが面倒だから（23.6%）」「不安や悩みの解

消にはならないと思うから（20.8%）」となっている（内閣府, 2020b）。既存の支援策の利

用には未だ課題が残ることがわかる。 
子どもに係る問題へのさまざまな対応策が行われている中の一つに、主に非営利団体や

市民団体が主体となっておこなっている事業として子どもの居場所がある。「子どもの居

場所」ないし、「居場所」、「子供の居場所」と呼ばれる取り組みは、1980 年代後半から

1990 年代以降に登校拒否・不登校に該当する子どもが急増したのを受け、文部省の報告書

で「児童生徒にとって自己の存在を実感できる精神的に安心していることのできる場所」

の必要性を説かれたこと受け注目されたとされてきた（加藤, 2017）。「子どもの居場所」

という名称は共通する定義はなく、この言葉が適用される対象としては学校や家庭、フリ

ースクールや児童福祉施設、など多岐にわたる。さまざまなセクター、市民活動としての

子どもの居場所の取り組みが展開されてきた近年を経て、今日では、家庭の経済的困窮や

両親の長時間労働による学習機会低さ、人間関係の構築の難しさを問題の背景にして、子

どもの「第三」の居場所づくりが国の補助事業ですすめらている（島村ら, 2017）。第三の

居場所は、機能としては、低価格、もしくは無料でご飯を提供する子ども食堂や学習支援

といった役割を持つが、「第三」という言葉の背景には、これまで子育て機能を担ってき

た、家庭・学校の第一・第二に次ぐものという意味があり、家庭や学校でカバーしきれな

い子ども次なる拠り所として期待されていることが読みとれる。 
「居場所」に関する研究の中には、「箱」としての居場所ではなく、本人が安心できる

場所と言う意味で、自分の部屋だったり、もしくは外の河原だったりと必ずしも最初から

居場所として作られたものを示しているわけではないと言う主張もある（石本, 2010；杉
本・庄司, 2006）。 ただし、今回は児童が抱える課題に対する施策としての子どもの居場所

を見ていくため、サポート機関と言うことを目的に作られている子どもの居場所について
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着目していく。 
 
2.1. 子どもの居場所を利用することでの心理的変数の好転 
施策としての子どもの居場所の評価は、2021 年に実施された日本財団の調査でレポート

されている。日本財団が補助している 32拠点に対して、半年以上居場所を利用している子

どもに実施され、居場所を利用したことで各項目が変化したと思うかどうかが尋ねられた

（n=344）。調査の結果では、子どものつながりの状況は 8 割以上が、学習習慣は 7 割以
上、生活習慣は 66％以上が好転、また「安心感、援助希求、未来志向、自己肯定感」など

心理的な状態は、7 割が好転、自身の未来や努力に対して前向きに捉えることが出来るよ

うになったのが 6 割を超えると報告している。縦断研究ではないものの、居場所の利用に

よって一定の子どもの状況の改善に繋がっていることが見受けられる。 
 

図 1 つながりの変化ごとにみた心理的状態 
出所：日本財団 （2021）より筆者作成 

 
しかし、図 1 にあるように、 安心感、未来志向、援助希求、肯定感などの心理的状得点

1は、「友だちと遊ぶ」「困っていることや楽しいことを友達に話す」「困っていることや楽

しいことを大人に話す」といったつながり得点との関連性が示されている（χ2=103.525, 
 

1 「家は安全でほっと安心できるところだ」「学校は安全でほっと安心できるところだ」「大変な時に家族
は自分のみかたでいてくれる」「困りごとがあったらだれかに相談したい」「将来のゆめや、やりたいこと

が思い浮かぶ」「がんばれば、結果につながると思う」「自分のことが好きだ」から構成される。 
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p<.001）2。これは、つながりの状態が好転するほど、心理的状態も良くなるとうかがえ

る一方で、良好なつながりがつくれなかった子どもは、心理的状態が悪転する傾向がある

ということでもある。ほかにも、子どもの心理的状態は子どもの学習習慣（χ2=67.548, 
p<.001）や子どもの生活習慣（χ2=41.213, p<.001）との関連性が認められており、人間

関係の不和や学業成績の不良、普段の生活習慣の乱れなどの困難をもちやすい子どもに関

しては、子どもの居場所の利用による恩恵を受けにくいことが示唆される。 
 
2.2. 困難を抱える子どもの特徴と子どもの居場所の課題 
困難を抱える子どもは「虐待児」「不登校」の他、既存の公的な支援に当てはまらない

「ACEs」などを含む。彼らは不安定なアタッチメント、低いソーシャルコンピテンス、

攻撃性等の特性を持ちやすいこと（Silverman et al., 1996； 坪井・李, 2007）、これらの特

性は集団に馴染みにくいことが指摘されている（佐藤・立元, 1999）。 
これまでの攻撃的児童に関する研究は、学校・病院・福祉施設等で行われ、機能的アセ

スメント等により攻撃行動が減り、仲間からの受容が好転するが示されている（岡本・神

山,  2018）。しかし、子どもの居場所には「専門資格を持つ職員が非常に少ない」（日本財

団, 2021：107）現状であり、有資格者の設置が義務化されている現場での先行研究をその

まま適応することはできない。居場所の有用性が示される中で、集団に適応しやすい子ど

もでないと恩恵を受けにくい。そのため、居場所事業のほとんどにおいて、専門家がいな

い現状の中で、集団になじみにくい子どもは阻害されたり、集団に馴染みにくい子どもは

支援から抜け落ちていき、孤立するのではないかという懸念が生まれる。 
 
3. 攻撃的行動の機能・タイプ・予測されるリスク 
これまでの「児童」の「攻撃」に関する国内の研究は、J-STAGE の検索結果によると

心理学、教育学、社会学、生物学、社会医学、臨床医学などの分野で行われてきている。

キーワードとして「攻撃行動」「攻撃的行動」や「攻撃性」などが使われている。それぞ

れの言葉の使われ方を見ていくと、「攻撃行動」や「攻撃的行動」は外部に表出された観

察可能な行動を対象としている（たとえば、濱口, 1992；伊・広田, 1996；岡村ら, 2007；
山下・窪田, 2017）。一方で「攻撃性」は感情・情緒の興奮状態である憤り・怒り・恨みや

潜在的な性格特性、内在的な現象を対象としている（たとえば、濱口ら, 2009；勝間・山
﨑, 2002；武田, 2000）。アメリカ心理学会では、Aggression という用語で“behavior 
aimed at harming others physically or psychologically.”「物理的または心理的に他者を

傷つけることを目的とした行動」（American Psychological Association, 2022, 筆者訳）と

されている。また、怒りとの区別や、意図的に危害を与えたり破壊したりすることを目的

 
2 心理的状態は「回数が増えた」 1 点、「回数が減った」-1 点、「回数は変わらない」を 0 点とし、つなが
りの変化は「よくなった･おおくなった」1 点、「わるくなった･すくなくなった」-1点、「かわらない」0 
点としている。 
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としたものと、意図的ではないもの、積極的なもの、反応的なものと種類が分かれること

を説明していることから、Aggression 自体は攻撃行動を示し、攻撃行動の背景として潜在

的要因とは区別していることがわかる。 
本研究の研究対象は攻撃行動に焦点を当てるものの、「児童」の「攻撃」に関する諸問

題をレビューしていく上で、攻撃行動を攻撃性の区別をしつつも、両者の先行研究を包括

的に見ていくこととする。 
 
3.1. 児童の攻撃行動・児童の属性・環境の区別 
また、本論文では児童の「攻撃」について論考にするにあたって、攻撃の主体、行動、

主体の属性、主体をとりまく環境を区別して議論していく。近年の心理学では個人の特性

は遺伝と環境の相互作用で形成されていくこと、また個人の特性は一度形成されたら固定

的なのではなく、可塑性があるものと一般的に認められている。Kurt Lewin（1890-
1947）は、人間の行動（Behavior）は環境（Environment）と個体（Person）の関数

「B=f（P,E）」であることを提唱している。これは行動（B）が、そのものが個体

（Person）を表すのではなく、環境（E）によって決定されるという意味を示している。

また研究者によっては、個体には性別、年齢、体格といった要因が帰属したり、個体の過

去の経験を環境と考えることもある（南風原ら, 2001）。よって本研究で議論の対象となる

攻撃的行動は、個体すなわち本研究においては児童とはイコールではなく、児童自身、児

童の属性、児童をとりまく環境によって決定され、また組み合わせによって変動するもの

として捉えるものとする。 
 
3.2. 攻撃行動の機能・タイプ・リスク 
3.2.1. 反応的表出性攻撃・反応的不表出性攻撃・道具的関係性攻撃 

攻撃行動はその誘発要因や機能から、いくつかに分類することができる。Crick & 
Dodge（1996）は怒りや葛藤から引き起こされる攻撃行動を「反応的攻撃行動（reactive 
aggression）」、怒りや葛藤とは関係なく生じ、自らが予測する外的な目標を達成すること

に動機付けられるものである攻撃行動を「道具的攻撃（instrumental aggression）」とし

た。坂井・山﨑（2004）は更に反応的攻撃行動を「表出生攻撃行動」と「不表出生攻撃行

動」に分類できるとし、「反応的攻撃は挑発やフラストレーションに反応して生じ、怒り

感情を伴う。この怒り感情に対する反応がそのまま表に現れると、反応的表出性攻撃とな

る。（「例：悪口を言われたり押されたりしたことにカッとなってたたき返す」（坂井・山

﨑, 2004：198））反対に怒り感情が直後に表に現れない場合、反応的不表出性攻撃となり、

表に直接現れない怒りが、例えば、他者一般に対する悪意帰属といった敵意となる

（「例：誰かのせいで嫌な目にあったときに、わざといじわるをされたと思ったり、他人

は信用できないと思ったりする」（坂井・山﨑, 2004：198））とそれぞれを区別している。

また、道具的攻撃は、その一つに含まれる「自分の目的を達成するために他人の人間関係
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を操作する行動」（坂井・山﨑, 2004：198）とされる関係性攻撃（「例：悪口を言ったり、

仲間に入れなかったりすることで、相手を社会的に排除したり、相手が嫌われるように仕

向ける」（坂井・山﨑,2004：199））で代表することが提唱されており、上記 2 つの反応的

攻撃と合わせて攻撃性の種類の細分化の指標の一つのものなっている。 
このように攻撃行動は、怒りや葛藤の感情をもとにしたものとそうでないもの、目に見

える言動のものとそうでないものが含まれていることがわかる。 
 

3.2.2. 発達段階過程の現れとしての攻撃行動 

そもそも攻撃行動はそれ自体が不適切な行動なのではなく、反応的攻撃の場合、「怒り」

という人間に生得的に備わっている感情の一つからも引き起こされる、生存のためにプロ

グラムされたものとして捉えることができる。ルイスの感情発達モデルによると、自分が

したいことを邪魔するものに対して向けられた否定的な感情である「怒り」は、生後 4〜6
ヶ月ごろにみられる（遠藤利, 1995）。生後 2 年目には、葛藤や怒りが攻撃性として頻度と

強度を増し、2歳までは身体的攻撃性が、2歳〜4歳の間で言語的攻撃性が活発になるとい

う（Dodge et al., 2006）。 
攻撃行動の発達過程の中での現れの別の見解として、からかいやふざけがある。からか

いは、0歳代後半からすでに、母親に対しての行為としてみられることができ、1歳半ばご

ろには、「相手の好みや感情をある程度考慮しながら、相手を困らせる」（遠藤ら, 2011：
180）という他者配慮もしながら相手の嫌がることをする行動ができるようになる。さら

に、幼児期になると、相手からの反応を期待し、わざと乱暴にふるまってみせるふざけ行

動があらわれる（遠藤ら, 2011）。このふざけ行動は、子どもが仲間関係を形成するのにさ

まざまな機能をもっている。緊迫した状況を緩和して仲間関係を調整したり、より仲間と

の関係性を深めたりするために行われる（小川, 2020）。 
また、けんかやいざこざも攻撃的な行動が表出される発達過程での表れの一つである。

けんかやいざこざは「相手からの不満・抗議・抵抗などが示されていなくても、相手にと

って不当な行為が生じた場合」に起こるトラブルと考えれている（遠藤純, 1995）けんか

やいざこざの原因やその解決方法は年齢によっても異なる。ものをめぐる争いをきっかけ

にしたものは生後半年頃からみられ、1 歳半ごろからは、悪意的な意図の有無にかかわら

ない明らかな攻撃・妨害や不快なはたらきかけ、5 歳ごろからは、遊びや生活上のイメー

ジ・意見における不一致や、同じく遊びや生活上のルール違反をめぐるもの、と変化して

いく（Kinoshita et al.1993； Shantz & Shantz,1985）。 
子どもは、このような衝突を経験しながら、他者との関係構築の方略を学んでいく。2
〜3 歳ごろには自分の感情に気づきくようになり、その感情を調整し他者とのコミュニケ

ーションをとろうとしたり、他者が考えていること（信念）を理解する能力である、心の

理論の獲得をするようになる（遠藤ら, 2011）。 
このように子どもは生きていく上で必要不可欠な他者との関わりにおいて、自己の欲求
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との衝突や実現不可を経験することによって、様々な機能的側面の遂行を目的として攻撃

行動が表出される。つまり、攻撃行動は他者との関わりを発端とするものであるともいう

ことができる。からかいやふざけ、けんかやいざこざといった攻撃行動は、大人にとって

は望ましくないような行為に見えたり、乳幼児を預かるサービスを担う保育者にとっては、

怪我やそれに対する保護者対応への懸念から回避したい事柄ではあるが（吉田, 2016）、他
者との関係形成をする子どもにとっては、適応に必要な手段となっていることがわかる。 

 
3.2.3. 養育者の介入 

発育の必要上出現する攻撃行動は全て、当事者の子どもたちによって解決されるわけで

はない。養育者や保育者が介入する状況が発生する場合もある。この介入の仕方も子ども

の年齢などに応じて様々である。保育者の介入の内容は、子どもの年齢によって変化する。

「1 歳頃では、保育者の介入は、制止、引き離しや代わりの物を示すといった内容が多い。

1 歳後半以降では、介入内容に質的な変化がみられる。相手や当事者である子どもの意図

を確認する受容的介入、状況の説明、順番共同使用のルールや別の遊びの提案、解決とな

ることばを言わせるなどが、出現し増加する。すなわち、単なる制止・禁止注意転換では

子どもが納得しない、子ども自らが意図を表現するようになることとかかわって、子ども

同士の関係を媒介するようなかかわり方へ変化する」（遠藤純, 1995：252）とされており、

保育者は子どもの年齢や認知発達段階などを踏まえて、解決の方略をとっていることが予

測される。 
争いやいざこざの終結には自己の感情の統制、社会的ルールの理解、相互の意見要求の

調整が要求されると言われている（斎藤・荻野, 1993）。大内ら（2008）は、幼児の自己制

御機能とソーシャルスキルと攻撃行動、自己制御機能の関係性を検討し、望ましいソーシ

ャルスキルの獲得には自己制御機能の自己主張、自己抑制、注意の移行、注意の焦点化の

4つの側面が全て高い必要があること、内在化した問題行動の出現には、自己制御機能の 4
つの側面が全て低いことが関係していること、外在化した問題行動の出現には自己主張の

高さと自己抑制と注意の制御の低さが関係していることを明らかにしている。このように、

養育者の介入は、子どもが他者との不和を乗り越え、解消していく方略を獲得していくた

めの補助的役割となっていることがわかる。 
 

3.2.4. 児童期以降の攻撃行動のリスク 

 子どもの攻撃行動が適切な発達段階の過程で出現する行為であり、他者との関わりをも

ちながら、関係性の構築をしていくことができると捉えられる一方で、ソーシャルスキル

の獲得がうまくいかないケースもある。 
身体的攻撃の発達傾向をモデル化し、典型的（正常）な発達パターンと非典型的なパタ

ーンを区別するリスク因子を明らかにすることを目的に 2 歳〜11 歳までの 10,658 人を対

象に、6 年間追跡したコホート研究が行われている（Côté et al., 2004）。この研究の結果
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によると、2〜11 歳の間で 3 パターンの発達軌道があり、約 3 割は幼児期に身体的攻撃の

出現が少なく、思春期前もさらに減少していき、約半数は幼児期に中程度の身体的攻撃が

出現するが、思春期にかけて徐々に減少していき、約 16％は幼児期〜思春期にかけて安定

した高い身体的攻撃の出現があることがわかった。日本においても、菅原ほか（1999）の

400 人の生後 6 ヶ月〜11 歳までの 11 年間を追跡した研究で、攻撃性のほかに反抗性・注

意欠陥性を含む外在化行動の連続性が認められている。 
坂井・山﨑（2004）は、小学 4 年生〜6 年生を対象に反応的表出性、反応的不表出性、

道具的関係性それぞれの攻撃性が社会的情報処理（反応評価・自分の感情・相手の感情・

周りの評価・目標達成）に及ぼす影響を分析している。その結果、低攻撃児に比べ、高反

応的表出性攻撃児や高道具的関係性攻撃児はそれぞれの攻撃反応が正しいやり方であると

認知（反応評価）する傾向が強く、それぞれの攻撃反応をとることで気分がすっとする

（自分の感情）と考える傾向が強いということを示した。 
 このように、攻撃行動がある程度の年齢になっても減少せず、ソーシャルスキルの獲得

に困難が生じているケースも存在する。そのような群はさらに、発達の中での適応的な攻

撃行動を逸脱して、別の問題として影響が出てくる場合もある。 
 
3.2.5. 攻撃行動がリスク因子となる事象 

① 仲間からの阻害・抑うつ 
佐藤ら（1988）の小学 6 年生を対象にソシオメトリック法（指名法）を用いた研究では、

攻撃性得点が高い児童はそうでない児童よりも仲間から拒否されやすいとの結果を示して

いる。アメリカの 6歳〜12歳を最初にした攻撃性、仲間からの拒絶、学業成績、抑うつの

関連を見た研究では、 6 歳〜9 歳において反応的攻撃性は仲間からの拒絶と、道具的攻撃

性は学業成績と関連、9 歳時点での抑うつ症状は 6 歳時点での学業成績の悪さと関連して

いると言う結果を示した（Evans & Fite, 2019）。児童の攻撃行動は、集団での活動場面に

おいて人間関係の問題をもたらし、その結果抑うつなどの精神的問題にも影響することが

示唆される。 
② 非行・反社会的行動・行為障害 
 また、思春期までに連続した攻撃行動をもつ子どもは、その後非行・反社会的行動・行

為障害などが予測される。カナダ・ニュージーランド・アメリカのデータを使用した分析

では、思春期までの連続した身体的攻撃は思春期の暴力的犯罪を予測する結果となってい

る（Broidy et al., 2003）。また、6歳〜15歳までの攻撃行動・多動性・非行と 17歳以降の

それらに関して追跡した Nagin & Tremblay（1999）のコホート研究では、それぞれに連

続性がみられているが、非行及び多動の連続性がみられる群は 17歳以降、身体的暴力とい

う「明白な」非行に関連し、攻撃行動及び多動性がある群は、17 歳以降は窃盗という「隠

れた」非行に関連するとの違いも示されている。国内でも、中学生において反応的攻撃性

や能動的攻撃性と反社会的行動欲求の関連性が認められている（濱口ら, 2009）。 
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また、攻撃行動によって予測される抑うつと、非行や反社会的行動の出現パターンは

別々のものではなく、抑うつと傾向が関連して攻撃行動から予測されると報告されている。

濱口ら（2009）では、反応的攻撃行動が抑うつと反社会的行動欲求の両者に関連が見られ

ると言う結果を示している。これに関しては、児童期に反応的攻撃が高い児童は社会的ス

キルが乏しく仲間から拒否されたり孤立しがちであり、挑発的な場面や葛藤場面において

認知の歪みがあることから、親密な関係において暴力を使用するのみならず、不安障害や

引っ込み思案などの内在化問題を予測するとまとめている。 
これらの議論と前段部の攻撃性とソーシャルスキルの関連性を踏まえると、就学期以降

に攻撃行動が見られる子どもは情動調整能力や問題処理能力といった他者との葛藤におけ

る適切な対処スキルが身に付いておらず、自身のフラストレーションの行き先として内向

的な思考になったり、より顕著な外在化行動に映ったりすることが示唆される。ではこの

ことを踏まえて、攻撃行動が抑うつや非行といったリスクに関連するケースにおいて、ど

んな要因がその関係性を強めているかを次に見ていく。 
 
3.2.6. リスク孕む攻撃行動の予測因子 

幼児期から思春期前にかけて高い安定した身体攻撃行動の傾向が見られた群は、低程度

の連続性群や中程度の連続性群と比べて、男子、低所得家庭出身、母親が高校を卒業して

いない家庭出身、親が敵意/非力な子育てを行なっていたと報告されている（Côté et al., 
2004）。Stevenson & Goodman（2001）の 3歳児の攻撃行動と成人後の有罪犯罪の連続性

を予測する要因を分析した研究では、社会生活能力3が低いことや性別が男性であることが

有意に関連するという結果となっている。一方で同研究では、家庭の社会的地位や家庭の

ストレス、社会的不利などの関連性は認められていない。 
国内の研究においては、菅原ら（1999）において 11 歳時点での外在化行動の決定要因

には、子どもの気質的特徴のほかに、父母柄の愛着が否定的であること、家庭の社会経済

的変数が低いこと、父母の学歴が低いこと、夫婦間の信頼感や愛着が低いことと関連が示

され、特に母親からの愛着の低さは他の変数よりも強い関連性を示した。吉澤・吉田

（2010）の中学生や高校生を対象とした研究では 仲間関係によっても、反社会性が促進さ

れると言う結果を示している。一方、菅原ら（1999）において、6 ヶ月時点での外在化行

動を決定する要因は、フラストレーション・トレランスの低さ、体内リズムの不規則さ、

見知らぬ人・場所への恐怖の強さといった子ども自身の気質的要因と家庭収入の低さが関

与しているとされており、思春期前後の攻撃行動の決定要因に比べ、幼少期は環境要因よ

りも資質的要因が多く寄与していることがわかる。この結果は、児童期以降の攻撃行動の

減少・維持には家庭や親子関係等の環境要因が大きく絡んでいることを示唆する。 
幼児期から就学期にかけては、心の理論を獲得することによって他者の感情の理解が進

 
3 子どもが自立した生活を営むために必要な能力がどの程度身についているかを評価する。身辺自立、移
動、作業、意志交換、集団参加，自己統制の 6尺度からなる（龍田ほか,2010）。 
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み、他者との良好な関係形成を築くことを先述したが、Meins et al.（1998）の、こころ

の理論の獲得を確認する誤信念課題の正答はアタッチメントスタイル（愛着型）の不安定

型に関連したという結果も出ており、菅原らの結果と整合する部分がある。他にも、情動

調整方略のうち、問題解決志向が低いことが抑うつや攻撃性と関連しているとの結果もあ

る（村山ら, 2017）。 
本章をまとめると、子どもに見られる攻撃行動は目的の欲求や達成に応じていくつかの

類型を取り、乳幼児期に見られる攻撃行動は他者関係を築いていく上で適応的なものであ

ることがわかった。この攻撃行動は、他者との衝突や養育者のサポートを経ながら、ソー

シャルスキルを獲得していくことで徐々に減少するケースがある一方で、一部では児童期

以降も攻撃行動が見られ反社会的行動や抑うつに影響及ぼすと言うことも明らかにされた。 
そしてこの発達機能の違いは、個人的要因に加えて、家庭の経済的地位や親の養育スタイ

ルが影響を及ぼしていることが推察された。一方で、全ての連続性をもつ攻撃行動が抑う

つや反社会的行動に進んでいくわけではない。つまり、幼少期において攻撃行動が見られ

たとしても何かしらの保護要因が働いて、想定されるリスクに至らないケースも起こり得

る。従って次章では、攻撃行動から予測されると言うリスクに対する保護因子をまとめて

いくこととする。 
 
3.3. 攻撃行動から予測されるリスクに対する保護因子 

リスクに対する保護因子を示唆する先行研究としては、単純に幼少期の攻撃行動とその

後のリスクの連続性と媒介する因子を分析している研究のほかに、レジリエンス概念の観

点から論じたものがあった。 
非行行動に関与するようになる可能性を軽減する保護因子としては、学校での成績が良

いこと、社会的スキルが高いこと、安定した家庭の出身であること、両親に愛着があるこ

と、向社会的な友人がいること、積極的な気質または性質、適応したり回復したりする能

力、向社会的的な考え方、向社会的な志向性、社会的な問題解決スキルがあることが挙げ

られている（Fraser, 2004=2009； Ttofi et al., 2014）。 
親との関係性に関しては、アタッチメントの観点でより詳しく分析されている。無秩序

型や不安定型のアタッチメントスタイルは外在化行動や反社会的行動との関連が認められ

ているが（Van Ijzendoorn, 1999）、親の監督（supervision）があることで、その関連性が

弱まることが示されている（Hoeve et al., 2012）。ほかにも、幼児の否定的感情に対して

養育者がどのような態度をとるかと、その後の幼児の攻撃行動や行動問題の関連性を見た

鹿島（2020）では、養育者が否定的感情に対して概念的思考をすることが可能になること

が子どもの行動問題を抑制すると説いている。また、Stormshak et al., （2017）の研究で

は、反抗的、攻撃的、多動的な問題がみられない子どもの親は温かみのある関わりをして

いることとの関連が見られている。酒井ら（2019）では、外在化行動は親友との葛藤関係

がリスクとなるが、親への信頼感が高い子どもは、自尊心を高めることで外在化問題行動
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を抑制できるという結果も示している。このように父母との関係性は子どものリスクの抑

制に重要な役割を持つことがわかる。一方で、保護因子となる関わりのある大人は必ずし

も父親や母親だけではない。 
Appleyard et al., （2007）は、6〜16歳の 10 年間の間の内在化行動と外在化行動の連続

性、および、ソーシャルサポート、サポートの安定性、サポートのネットワーク、サポー

トの全体的な質等との関連性を分析している。ソーシャルサポート提供元は多くの先行研

究で攻撃性の減少への影響に有意性が認められた母親以外に、生物学的父親、ステップフ

ァザー、祖父母、他の関係者などが測定されている。その結果、母親からのソーシャルサ

ポートを統制したとしても、幼児期のソーシャルサポートの量や質が大きいこと4でその後

の内在化行動や外在化行動が少ないことが認められた。この結果は、サポート提供者との

肯定的な経験が、感情的な自己調整を促進することにより、母親からの支援を関係なく、

その後の行動に直接寄与したり、あるいは、これらの支援提供者が母親にも支援を提供し、

それが間接的に子どもへの影響を及ぼしていることを示唆する（Appleyard et al., 2007）。
つまり、子どもへの向社会行動を促す人物は必ずしも両親なのではなく、別のサポーティ

ブな大人がいたり、養育者をサポートする環境があることが重要であることが考えられる。 
レジリエンス概念を将来的な抑うつや非行を抑制することを論じながら、その構成要因

を紐解いている研究もいくつかある。シンガポールの中学生にレジリエンス尺度を作成し、

不安、抑うつ、怒り、攻撃性との関連を共構造分散分析をした研究では、いくつかのモデ

ルの中で、ポジティブ思考や助けを求めることが不安の欠如に、ポジティブ思考や粘り強

さ、助けを求めることがうつ病や怒りの反応、攻撃性との関連性を示している（Ng et al., 
2012）。このようなレジリエントな状態は、個人的特性と社会的なサポートが期待できる

という環境の相互作用であるとされている（Siebert, 2005；Luthar & Brown, 2007）。レ
ジリエントな状態を作り出す環境とは、子どもにとって重要な大人との間に安定した思い

やる支援的な関係性があることや、子どもが自分の置かれた環境を克服するための手助け

があることが示されており （National Scientific Council on the Developing Child, 2015）、
レジリエンス獲得においてもサポーティブな大人との関係性の重要さが指定されているこ

とがわかる。Masten（2001）は、心理社会的サポートとレジリエンスが関係する経路と

して、心理社会的サポートが子どもの自尊感情、自己効力感、社会情動的スキルに影響し

てレジリエンスに結びつくとしている。 
これらの研究をまとめると、攻撃行動の発達過程での連続性や、将来的な反社会的行動

への発展は、家庭の経済的地位や親の養育スタイルが影響して、ソーシャルスキル等の獲

得が困難になることが指摘される一方で、周囲の大人などのサポートによる支持的な関わ

りによっても十分獲得が可能であり、将来的なリスクを軽減させられることが推察される。

次章では、実践ベースでの学校、地域のプログラム等の介入支援をみていくこととする。 

 
4 家族、コミュニティ活動、機関などの複数のサポートコミュニティがあることや、相互作用の程度、摂
食の種類、関与の度合い、子どもへの反応などが測定される（Appleyard et al., 2007）。 
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3.4. リスクに対する特別支援・福祉施設での介入支援の動向 
 リスクに対する保護因子が明確化しつつあるにつれて、リスクの軽減と防御の促進を目

的としたプログラムが進歩している（Fraser, 2004=2009）。子どもの攻撃行動のへの信頼

性が高く有効な早期介入の研究をレビューした Kaminski & Claussen（2017）では、有効

性が示されているこれまでの研究は親への行動療法、子どもへの行動療法、教師のトレー

ニング療法、親に向けた治療的行為、子どもに向けた治療的行為、ファミリーセラピーの

いずれかに分類されるとしている。これらについて具体事例も踏まえながらみていく。な

お、子ども・親・家族に関しては、個別のプログラムではなく、それぞれへの介入が一体

となったものが多くレビューされていたため、それぞれの特徴を説明したあとに事例を示

す。 
 
①監督者の統制能力の構築 
教師のトレーニング療法は、子ども社会的に望まし行動を増やしてもらい、攻撃的で反

抗的な行動を減らすことを伝えるコミュニケーションスキルを育成する。Incredible Years 
Teacher Training という教師向けの介入トレーニングでは、すべての校長と教員に、共同

学習や体験学習の利用、個人の目標設定と自己モニタリング、教師の自己効力感の構築、

教師の認知、行動、感情への注目、学んだスキルを一般化する能力の構築を目指して、8
日間の研修プログラムでロールプレイ、実践的な活動、小グループでの演習などを行う

（Baker - Henningham et al, 2012）。Baker - Henningham et al.（2012）は、ジャマイ

カの 24の学校を対象に介入グループと対照グループに分けて、前後の子どもの攻撃行動の

変化を観察、測定した結果、有意に攻撃行動や問題行動が減少したことを報告している。 
 
②子どもへの介入 
子どもへの行動療法はいわゆる認知行動療法がメインとなっている。子どもが自分の感

情や行動のきっかけを特定し理解し、脅威的な状況が起きた場合に、適切な行動反応を選

択できるようにすることを目的としている。また、子どものへの治療行為は、子どもの自

分への感情の理解に特化しており、セラピストが子どもにとって親密で支持的な関係を提

供することで、ネガティブな感情を探求できるようになることを目的としている。 
 
③親への介入 
親への介入の場合も、行動療法では、自身の感情に向き合いつつ、子ども社会的に望ま

し行動を増やしてもらい、攻撃的で反抗的な行動を減らすことを伝えるコミュニケーショ

ンスキルを育成することを目的とする。セラピーになると、感情や心理的な問題を解決す

ることで、より前向きな子育てができ、子どもの行動問題が減少することを目的としたも

のになる。 
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④家族への介入 
ファミリーセラピーは子どもの行動問題の起因の一つが家族の構造にあるととらえ、親、

兄弟姉妹も問題解決プロセスに参加してもらい、各人の行動顧みながら構造の変容促すこ

とを目的としている。 
 
②〜④への事例としては、まず、Augimeri et al.,（2007）が、米国において警察との接

触するリスクある 12歳以下の子どもに The SNAP™ under 12 outreach project を実施し

ている。①認知行動学的な自己コントロールと問題解決の技法を子どもに教えること、②

効果的な子どもの管理戦略を両親に教えること、③1 対 1 の家族カウンセリング、④地域

活動への参加援助、⑤年齢相応の学力レベルに達していない子どもを支援するための学習

支援プログラムが含まれる。16組の親子に 18ヶ月このプログラムを実施した結果、有意

に行動問題の減少が示されていた（Augimeri et al., 2007）。学校などの教員との連携がと

られている例もある。Kolko et al. （2010）では、Protocol for On-site, Nurse-
administered Intervention（PONI）を外在化行動が測られた 83 人の子どもへ適応、従来

のメンタルヘルスケアが割りあてらられた 80 人の子どもの群と比較し、従来の治療法よ

りも、外在化行動の減少がみられている。このプログラムは、①子どもへのアンガーコン

トロール、自己主張、ソーシャルスキルのロールプレイと家庭でのトレーニング、②精神

科医と保護者の承諾があった場合の ADHD の薬物療法、③適切な行動を管理し、促すた

めの方略、危機管理のための適切な懲罰、アンガーマネジメントスキルトレーニングを含

むペアレントマネジメントトレーニング、④子どもの発達過程と年齢に応じた一般的な発

育程度に関する親への情報提供、⑤家族のルール、意思決定、強制や身体的な力の行使に

代わる方法についての情報を話し合い、その後、前向きな相互作用を高める家族心理教育

および技能訓練、⑥看護師と教師と連携し、子どもに関する教師の評価に基づいた個別の

行動提案、⑦家族が必要に応じて地域のサービス機関や専門家を利用して課題や危機に対

応できるようにするための支援が含まれる（Kolko et al., 2010）。 
そのほか、抑うつへの予防に焦点をあてた介入としては、自信と自己価値を刺激し、自

己調整、リラックス、意識を高めることが認められているヨガのプログラムや

（Velásquez et al., 2015）、味わう、感謝、優しさ、共感、楽観、強み、意味志向で構成さ

れるポジティブ心理学的介入（Rean & Stavtsev, 2020）といったプログラムなど有用性が

示されている。 
上記の Kaminski & Claussen（2017）でまとめられた介入支援は、国や適用された民族

は違うが、介入の対象は、国や民族を超えて共通するとされている。支援の対象が、子ど

も本人やその行動を報酬等で変化させる行動主義的な治療だけではなく、親や教員、家族

を対象としたエコロジカルなアプローチ、子どもの行動が表出される背景に着目した認知

心理学的な視点が主だっていることがわかる。 
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3.4.1. 国内の介入支援 

個人に介入するものでは、行動主義的な、興津・関戸（2007）のトークンエコノミーシ

ステムや、大久保ら（2007）の個別の行動表の作成と提示による分析で、問題行動の低減

がみられていた。また、認知心理学的視座に基づいた介入としては、南雲（2018）は、他

者との関係を良好に保つ社会的スキル訓練とともに認知行動療法で指摘されている認知の

部分を修正するために内省を促す振り返りノートでの介入を実施し、過度なポジティブイ

リュージョンを修正することの意義を調査している。その結果、過度なポジティブイリュ

ージョンを修正する介入によって攻撃性の問題行動を減少させたと報告している。村上・

福光（2005）は、他人の意見や気持ちを尊重しつつ、同様に自分の意見や気持ちを大切に

し、それらを相手に上手にはっきりと表現するアサーション・トレーニングの有用性も示

している。ほかにも、大原・楡木（2013）では日常場面においては、子どもとの信頼関係

性を築き肯定的な部分（強さ）を発見し伝えておくこと、問題行動場面では，その出来事

に起因する過去の体験への働きかけを意味する「過去と現在の出来事の統合技法」、自己

肯定感の回復および歪んだ認知を対象者の長所で修正する「ストレングスによる認知の歪

みの修正技法」を行うことが、重要であるとされている。国内の実践においても、国外の

ものと共通して、子ども自身の感情の内省と他者の感情や行動の理解、適切な行動のリハ

ーサル等のトレーニングプログラムが実践されていることがわかる。 
 医療機関の治療行為よりかは、学校での特別支援教育の文脈となる国内の研究では、学

級全体へのアプローチプログラムもみられる。対人関係ゲーム・プログラムや（山下・窪

田, 2020）、級友が対象時への対応の仕方を学習し、帰りの回で対象児の一日の行動を評

価する非随伴強化手続き（小野寺, 2011）において、外在化行動の減少が認められていた。 
 
3.4.2. サポートの課題 

 攻撃行動のみられる児童に対しては専門機関や専門家によるサポート体制や治療法が組

まれていた。しかし攻撃行動や外在化行動、行動問題へのアプローチには課題もある。 
 ケアが難しい子どもに関しての母親の養育は、厳格で非難的な養育態度になりやすいこと

（眞野・宇野, 2007）、肯定的な関わりや相談・つきそいが低く、叱責、育てにくさ、対応

の難しさが高くなりやすいことも指摘されている（中島ら, 2012）。この、子どもの問題傾

向強いほど、対応が難しくなり、それに伴って養育者や監督者のメンタルヘルスの悪化や

否定的な養育になりやすくなる傾向は必ずしも母親などの家庭のみで起こる問題ではない。 
行動問題の児童を抱えやすい児童養護施設の職員もストレスを抱えやすいことがしてされ

ている（伊藤, 2003）。また、困難な子どもへの対応は職員自身のメンタルヘルスのみなら

ず、職員のバーンアウト、場合によってはマルトリートメントにもつながることが指摘さ

れている。職員がストレスを抱え、「施設職員が子どものケア、養育への熱意や向上心を

失ったとき、不利益を被るのは施設で生活する子どもである」（伊藤, 2003：p.71）と言わ
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れており、リスクをもつ子どもとの関わりは、関わる側のケアや体制も重要であることが

示唆される。 
冒頭にも指摘したとおり、日本の貧困や子どもに係る問題への施策として、子どもの居

場所が広まっているが、問題のメカニズムが複雑である攻撃行動の見られる子どもに関す

る研究はこれまでに学校や施設でのものがほとんどであり居場所においてはまだ明らかに

されていない。 
そのため今回は子どもの居場所において攻撃的行動が見られる児童がどのような振る舞

いをしているのか、支援者はどのように接するのか、また周囲の子どもたちとの関係性も

踏まえた状況を明らかにするために、修正版ラウンデッド・セオリー・アプローチを用い

て、そこで起きている事象を質的に明らかにしていく。 
 

4. 子どもの居場所における攻撃行動がみられる児童の実態とサポート 
4.1. 調査方法 

4.1.1. 調査対象者 

本調査のフレームワークを図 2 に示す。子どもの居場所としての活動にて子どもと直接

関わるスタッフを対象に 3事業所、11 名に事業所ごとにグループインタビュー調査をした

（表 1、表 2）。子どもの居場所は先行研究では定義が明確ではないため、既存の財団や

国、市町村により「子どもの居場所づくり」を対象とした補助金を受けとっているものに

限定した5。その他の対象活動の要件として、利用対象に小学生がいること、利用できる子 

 
5 以下の補助金・助成金のいずれかをもらっている事業を対象とした。 
・内閣府 地域子供の未来応援交付金 
・文部科学省 放課後等の学習支援・体験活動 
・厚生労働省 生活保護世帯を含む生活困窮世帯の子供への学習・生活支援 
・厚生労働省 ひとり親家庭の子供への生活・学習支援事業 
・日本財団 第 3の子どもの居場所事業 

図 2 本調査のフレームワーク 
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どもの対象に制限がないこと、利用の際に契約や手続きが必要のないことをおいた。上

記の条件に当てはまる事業所のうちプレインタビューを実施して、対象事業所ごとに団体

規模、利用する児童の年代、日あたりのスタッフ対子どもの数等にばらつきがでないよう

に選定した。 
また、インタビューの中で攻撃行動がみられると発話された児童については、行動上の

問題の程度を可視化するために、インタビュー後、「子どもの行動チェックリスト 6歳から

18歳 保護者記入用（Child Behavior Check List 6-18、以下 CBCL）」をスタッフによって

回答してもらった。これは、Achenbach & Rescorla （2001）Achenbach System of 
Empirically Based Assessment（ASEBA）を船曳・村井（2017）が日本語訳したもので

ある。ASEBA は、子どもの行動上の問題と対処能力のアセスメントのために広く使われ

ており、非行の予測に関する研究では、初期および長期にわたる問題行動のリスク要因と

社会的な対処能力の防御推進要因をアセスメントするためにも活用されている（Fraser, 
2004=2009）。 

 
4.1.2. インタビュー概要 

インタビューは半構造化面接にて行い、攻撃行動が見られる児童と、それに対するスタ

ッフの対応などを尋ねていった。インタビューガイドとして、社会福祉の援助技法（山

縣・岡田, 2016；稲沢, 2017）を参考に子どもの居場所において想定される具体サポート例

と質問項目が記載されたものを用意した（表 3）。インタビューガイドの作成にあたっては、

専門家や福祉施設勤務者6からのスーパービジョン受けて適宜修正した。インタビューガイ

ドは事前に提示し、サポート内容を想起しやすいようにしたが、一方でガイドにより社会

的望ましさの回答にならないよう、インタビュアーは「具体的エピソード」を随時訪ねる

ようにした。 
インタビューの逐語録は筆者自ら行った。インタビュー時間は平均 78.2 分（最長 82.6

分〜最短 74.8 分）、およびインタビュー逐語録の文字量は合計 39,802文字であった 
 

 
・各都道府県や自治体の子供の居場所・学習支援・子ども食堂などの補助金・助成金 
6 スクールソーシャルワーカー、放課後等デイサービス勤務 理学療法士、現介護福祉施設勤務 元教員の 3
名のスーパーバイザーから受けた。 
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表 1 インタビュー対象事業者の概要 

 
 

表 2 インタビュー対象者の概要 
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4.1.3. 倫理的配慮 

 研究目的、研究の意義、インタビューは ICレコーダーで録音すること、個人情報は漏ら

さないこと、インビュー内容は恣意的に利用しないこと、インタビュイーが論文に使用さ

れたくない内容を使わないこと、研究協力者の自由意思であることを、インタビュー依頼

時、インタビュー実施 1 週間前に文書ファイルにて送付し、インタビュー開始時にも読み

上げた。 
 
4.1.4. 分析方法 

 データ分析は修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（＝Modified Grounded 
Theory Approach、以下 M-GTA）を用いて分析した。M-GTA ではデータから概念を抽出

することで、概念同士を関連付けてこの理論の抽出を行う。M-GTA は、人同士や人と環

境相互作用など、プロセス的な変化のある現象を捉える時に有効であるとされる（戈木, 
2016）。本調査では、子どもの居場所における攻撃行動が見られる児童の言動とそれに対

するスタッフや周囲の子どもの人間関係や社会的相互作用などをふまえた対処プロセスを

把握する点から M-GTA による分析が有効であるとして採用した。 
 分析方法の手順は木下（2007a）木下（2007b）に従って以下のように行った。 
① 研究テーマより、分析テーマ、分析焦点者を設定する。 
② インタビュー対象者にインタビューを実施する。 
③ 録音データを逐語録としてテキストデータに変換する。 
④ 概念生成：分析テーマ、分析焦点者と照らし合わせて、関連すると考えられる箇所に

着目する。そのデータの一部分を具体例（＝ヴァリエーション）として抽出し、他の

場合でも説明できそうな概念を考える。一つの概念ごとに 1 つの分析ワークシート

（図 3）を作成し、概念名、定義、具体例を記入した。この概念生成作業を、テキス

トデータ見ていきながら別の箇所に着目して、繰り返し行っていった。また、新しい

概念を作るだけでなく、既成概念に該当する具体例が合った場合は、既成ワークシー

トに随時追加していった。 
⑤ 継続的比較：研究者の恣意的な解釈を防ぐために、具体例に関して対極例や反対例を

確認した。確認した対極例や矛盾例は理論的メモに記入した。 
⑥ 理論的飽和化：概念生成と継続的比較を行っていき、新たに重要な概念が生成される

可能性がなくなり、論理的にまとめられた段階で、飽和化したと判断した。 
⑦ 収束化：いくつかの近似する概念をグルーピングし、カテゴリーとしてまとめた。必

要に応じて、サブカテゴリ―も作成した。また、カテゴリー、サブカテゴリ―及び、

概念間の相互関係を結果図として表し、子どもの攻撃行動が見られた時の周囲の子ど

もとスタッフの対処構造の結果図を作成した。 
⑧ ソーシャルワーカーでもある指導教員をスーパーバイザーとして結果図にスーパーバ

イズをもらい、意見をもとに修正し、最終的な結果図を完成させた（図 3）。 
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概念名  
定義  
具体例 
（ヴァリエーション） 

 
 
 
 
 

理論的メモ 〈反極例・矛盾例〉 
 

図 3 分析ワークシート 
（木下 2007a を元に作成） 

 
分析テーマはインタビュー開始前は「子どもの居場所における攻撃行動がみられる児童

に対する支援プロセス」であったが、分析が進むにつれて攻撃行動が見られる児童のみな

らず、周囲の児童との関わりが見えてきたことや、事業所自体の組織体制や仕組み等も重

要な概念として生成されたため、最終的に「児童の攻撃行動が見られた時の周囲の児童と

スタッフの対処構造」という分析テーマとした。分析焦点者は「子どもの居場所事業を実

施する施設で、児童と直接関わるスタッフ」とおいた。 
 

4.1.5. インタビュイー・分析者の立場 

 データ収集のためのインタビューにおける言説は「インタビュアーと回答者とのつくり

だす社会的関係や相互行為論的状況の上に初めて成立」（大谷, 2017：657）するものであ

る。つまり、インタビュイーの回答はインタビュアーがどのような立場にいるかによって

変化し構築されていくということになる。また、今回分析で扱う M-GTA は「現象の背後

にある本質的なことを理解する」（サトウら, 2019：3）理念性を重視した分析手法ではあ

るが、インタビューでは分析者の思考枠組みが分析結果に直接影響する（田中, 2010）。そ

のため、インタビュイーであり、分析者でもある筆者の立場をこれまでの研究・活動を中

心に記しておく。 
 インタビュイーとしての筆者は、地域協働学を専攻する学部生で、卒業論文執筆のため

にインタビューを依頼している。加えて、筆者自身も子どもの居場所を運営し、児童と関

わっており、攻撃行動のみられる児童への対応に課題感を感じていることも説明している。

また、今回のインタビュー協力事業所の少なくとも一人は認定 NPO 法人 PIECES が主催

する「Citizenship for Children」というプログラムの受講生であり、筆者も過去の受講生

の一人でありそのことを互いに認識している。そのため、共通体験や暗黙知の共有の影響

なども考えられる。 
 分析者としては上記に加え、研究活動としてこれまでに、機能不全家族、地域活動、ソ

ーシャルキャピタルなどの論文を執筆している。そのほか、保育士資格取得者として、発

達心理分野の研鑽もある。 
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4.2. 結果と考察 
4.2.1. インタビューで登場した児童の特徴 

 インタビュー内に登場した児童（子どもの居場所①は 4 名、子どもの居場所②は 2 名、

子どもの居場所③は 1 名）を表 4 に示した。インタビュー後日スタッフが記入した CBCL
の結果は図 4 の通りである。インタビューに登場した子どもは全員 6歳〜11歳の男児であ

ったため、船曳・村井（2017）の 6歳〜11歳の男児の平均値と標準偏差をもとに、各症状

群で Z 得点を算出し、カットオフポイントと比較した。船曳・村井（2017）のカットオフ

ポイントは T 得点のものではあるが、今回サンプル数が 7 名であるため、Z 得点の算出が

妥当であると判断した。 
 攻撃的行動得点は児童 d 以外は臨床域に入っていた。また、規則違反的行動特点におい

ては児童 b 以外が臨床域に入っていた。その他、注意の問題も複数の児童が臨床域に到達

していた。外向尺度においては、児童 c と児童 f のみが臨床域に到達していた。すべての

症状群で正常域の得点を示す児童はいなかった。 
 

表 4 インタビューで登場した児童の属性 

 



 22 

 

図 4 各児童の CBCL の Z得点 
 
4.2.2. M-GTA 分析結果の表記 

分析の結果、4 つのカテゴリー、8 つのサブカテゴリ―、30 の概念で構成された図 5 の

結果図が生成された。それぞれの概念名とその定義は表 5 に、それぞれの概念を分類した

カテゴリー、サブカテゴリ―を表 X に示してある。本文、および図表では、概念を〈〉、

サブカテゴリ―を【】、カテゴリーを『』、具体例を“ ”、研究協力者の名前は大文字ア

ルファベット、子どもの居場所を利用する児童の名前は小文字アルファベットの記号を用

いて表記している。なお、発話内容はプライバシー保護のため、意味が変わらない程度に

筆者が修正を加えた。 
 

4.2.3. 結合されたストーリーライン 

 カテゴリーを中心に、分析によって示された図 X の、児童の攻撃行動が見られた時の周

囲の児童とスタッフの対処構造のストーリーラインを概観する。 

この構造は、『児童の攻撃行動』が起きた時の『反省的な関わりの中での方針』に基づ

いた『攻撃行動へのスタッフの対応』と、その動きと往還したスタッフ側の『日頃のサポ

ート体制』というダイナミクスで説明された。 
『児童の攻撃行動』は、その行動形態やとられる目的に応じて、5 つの【攻撃行動の類型】

に収斂された。スタッフは全ての攻撃行動に対して一様に対応するのではなく、児童への
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【直接アプローチ】をすることもあれば、攻撃行動によって起こった児童同士の喧嘩の中

での児童たちのやりとりを伺いながら、その関係性に対して介入する【メゾへのアプロー

チ】も行われていた。また、二者関係だけではなく、〈攻撃行動の背景〉や家庭の背景と

いった、子どもをとりまく周囲の人や環境の影響も踏まえた【エコロジカルなアプローチ】

も見られた。スタッフは攻撃行動への介入は【スタッフ個人としての心理】と、スタッフ

としてあるべき役割との葛藤を抱えながらも、個人の信念として持っているあるべき関わ

り方と事業スタッフ同士で共有されているチームとしてのあるべき関わり方の程よい節度

から構成された『反省的な関わりの中での方針』とのインタラクションで試行錯誤されな

がら行われていた。また、スタッフの児童との関わりは、その場その場での対応だけでな

く、親や外部セクターとの関わりを持ったり、スタッフ同士の【人と状況の関連性を踏ま

えた話し合い】などの『日頃のサポート体制』で培うアップデートされた情報とのインタ

ラクションの動きもあった。 
 

 
図 5 結果図 児童の攻撃行動が見られた時の周囲の児童とスタッフの対処の構造 
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表 5 児童の攻撃行動が見られた時の 
周囲の児童とスタッフの対処構造の概念・定義・具体例 
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4.2.4. 各カテゴリーを構成する概念の説明と考察 

次に、各カテゴリーを構成する各概念と、それらが生成された具体例を参照しながら、

概念同士の関係性を説明し、対処構造の細かい動きを確認していく。結果図に関する記述

は   で囲い、その他の部分は考察を記述する。 
①『児童の攻撃行動』-【攻撃行動の発生】【攻撃行動の類型】 
① - 1：目的達成のための攻撃行動 
子どもの居場所において児童の攻撃行動は珍しいことではなく普段から見られる〈児童

の攻撃行動の恒常化〉が起こっていた。小学生中心の子どもの居場所でのこの状態は、児

童の攻撃行動は発達過程の中で通常見られる行為であることが指摘する先行研究と一致す

るものだと捉えられる。また、“一対一とか、一人でいるときは何も問題ない。一人でい

るときにうるさい子はまずいない。二人になったり、三人になったりしたときに、何かが

起きる。（I）”というように、攻撃行動とは、児童本人のみから起因するものというよりか

は、他者との関係性から発起し、〈攻撃行動は子児童一人の時は発生しない〉ものである

こともわかる。 
具体的に、攻撃行動の対象は、他の児童、スタッフ、物、のいずれかに向けられており、

攻撃行動が表出される目的に応じた類型によって異なっていた。〈スタッフがいない場面

での大きな喧嘩〉として発生するものは、〈威圧型攻撃行動〉、〈干渉型攻撃行動〉、〈感情

放出型攻撃行動〉があった。威圧型は、“すごい一人だけ攻撃されている場面（I）”や“1
人が真ん中にいてそこが囲んでいる感じ”で行われる。威圧型が生気する前は、“小六の

子がばかにして、色々言って、それにむかついて、割と手を出していたのがありました。

引っ掛けてきたのは向こうの方だけどそっからもうヒートアップしていった（G）”という

ように、遊びの延長で友達にちょっかいを出す〈干渉型攻撃行動〉から発展していき、そ

の反応として威圧型が行われるパターンがみられた。感情放出型は“私はこっちやりたい

のに、僕はこっちやりたいのに、で「もういや！」となってバン！とたたく（B）”や“す

ぐゲームで負けたりすると、机をぱあん！とやったりもする（J）”といった発話から生成

され、怒りやイライラした状態の時に自分の中で処理ができずに表出される攻撃行動であ

った。そして、上記 3 つの攻撃行動型が主に児童や物に向けた行為が中心である一方で、

〈挨拶型攻撃行動〉や、〈自己顕示型攻撃行動〉は、大人であるスタッフとの関係性構築

を目的とした行為として生成された。挨拶型は“ほぼ暴言だけでコミュニケーション（J）”
となっている状態、自己顕示型は“怒らせたくないではなくて、構ってもらえるギリギリ

のラインを探している（F）”様子であることなどから、相手と関わる手段としての攻撃行

動をとっていることがわかる。 
〈挨拶型攻撃行動〉〈自己顕示型攻撃行動〉〈干渉型攻撃行動〉は、「相手の好みや感情

をある程度考慮しながら、相手を困らせ」（遠藤ら, 2011：180）たり、緊迫した状況を緩

和して仲間関係を調整したり、より仲間との関係性を深めたりするために行われる（小川, 
2020）といった、発達段階初期に発現するふざけ行動についての先行研究の指摘に近しい
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ものとうかがえる。また、干渉型がヒートアップして発生する〈威圧型攻撃行動〉や、自

身の葛藤を放出する形の〈感情放出型攻撃行動〉に関しては、先行研究で類型化されてい

る一つである、反応的攻撃行動（Dodge, 1996）の現れであると考えられる。 
 
②『攻撃行動へのスタッフの対応』-【直接アプローチ】【メゾへのアプローチ】 
② - 1：ソーシャルスキル獲得が組み込まれた児童との関わり 
児童の攻撃行動に対して取られるスタッフからのアプローチはどの攻撃行動が表出され

ているか、またスタッフ自身がその行動に対してどういった考察をしているかによって関

わり方が異なっていた。威圧型や干渉型、感情放出型などの子ども同士の喧嘩となる攻撃

行動は、〈児童同士の喧嘩に介入する時としない時の区別〉がなされていた。状況に応じ

た判断がとられ、〈喧嘩の仲裁役〉になることもあれば、〈児童同士で喧嘩を解消するまで

の見守り〉がなされていた。仲裁をする際には、“感情を抑えてもらうための時間をとる。

でまあ、「なにがあったの？」「どうしてそういうことしたの？」と聞いて、ちょっとずつ

ちょっとずつ原因を確かめていって（K）”や、“僕個人として、c の件は大体一対多のこと

が多いので、まずはきちんと c の話を聞く。で、落ち着けてから c の話を聞く。で相手の

話も聞く。でお互いに話し合いをさせるっていうようなスタンスでやる（G）”というよう

に、なるべく一人の子どもに対しても、2 人の関係性に対しても、フェアな状態をつくろ

うというスタンスがみられた。逆に、〈児童同士で喧嘩を解消するまでの見守り〉が行わ

れない背景には“一旦放置ではないですけどそっとしておいたら、囲んでいたメンバーの

子が寄り添って、そこから一緒に遊んでいけていた （D）”というように、ある児童が慰め

役になるケースがあることがわかった。また、“パワーバランスがちょうどいい感じ（I）”
かどうか、“喧嘩が大きくなったら僕は止めにはいります（G）”や、“明らかに体格差や年

齢差があってみたいな場面は、（中略）間に入ったり、なだめにいくというのはある（I）”
というように、児童の拮抗具合やすぐに収束しそうかの程度によって判断していた。 
また、社会性や協調性を伝えようとする動きもみられる。しかし、“僕も『面白そうだ

ね』って言った後に注意するつもりだったんですけど（A）”、“まず１,２分くらいおいて

から、まず『何があったの？』と自分の主観でばーっと話させる。そのときに『こっち側

にいる子はそういうふうには思ってないかもしれないよ』というふうに他人と一緒にいる

んだということを気づかせるように（K）”などと、一旦児童の状況や話を受容し、加味し

た上で伝えておりこれを〈社会性への足場かけ〉という概念が生成された。また場合によ

っては、児童が怒っている時、普段と様子が違う時、友達に仲間はずれにされた時に、児

童を慰めたり、孤立するのを防いだりすることを目的に〈児童との意図的な一対一での寄

り添い〉がなされていた。 
教員の児童の情緒面のサポート方略として芦田（2021）は、「情動的に不安定になって

いる児童の問題を、周りにいる他児童にも関あるとみなし、児童同士の自力解決を見守っ

たり、児童の困難に他児童や教師が対応している姿を見せて学級全体に波及させる必要が
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あると判断する」（芦田, 2021：62）「関係性焦点型」のサポート方法や、「児童の情動のた

かぶりや持続時間を考慮し、できるだけ落ち着いたところで早急に対応すべきだと判断す

る」（同上, 62）「情動焦点型」のサポート方法がとられると指摘している。上記で指摘し

た〈児童同士で喧嘩を解消するまでの見守り〉は児童同士の力動を踏まえた関わりという

点で「関係性焦点型」サポートと、〈児童との意図的な一対一での寄り添い〉は、段階的

に子どもの言動に対して受容、こちらの意図の伝達を行う点で「情動焦点型」サポートと

通づる点がある。特に、｢情動焦点型｣｢関係焦点型｣の判断は、児童の社会的スキルの育成

を重視するほど、行いやすいという指摘から（芦田, 2021）、子どもの居場所スタッフの

【直接アプローチ】や【メゾへのアプローチ】は、児童のソーシャルスキルの獲得を意識

しなくとも目的とした行動であると推察できる。子どもの居場所は公的な教育機関として

認定されているわけではないが、児童の情緒的サポートという観点で、小学校教諭の持つ

役割と重なる部分があると示唆される。 
 
③『攻撃行動へのスタッフの対応』-【スタッフ個人としての心理】【エコロジカルなアプ

ローチ】 
③ - 1：スタッフのソーシャルワーク的役割 
上記のように、児童の攻撃行動類型に対してパターンがみられるスタッフの目的のある

関わり方があるということは、そのスタッフの対応はある一定の役割意識の元行われてい

るとも捉えられる。その背景には、児童の行動に対する個人的な感情・心理との矛盾や葛

藤もみられた。 
児童の攻撃行動がスタッフに向けられた時、“別に痛かったら痛いっていうし、本当の

こと言って接している。嘘はつかない。（E）”、“僕に向けられた時は明確に否定します。

僕が怒ります。（J）”というように、個人としての気持ちや感想を伝えるような様子もみ

られた。これを、〈役割以前の、個人としての児童との関わり〉と概念化した。“個人的に

は気持ちよくはない。（中略）だけれども、暴言同士のコミュニケーションは彼らにとっ

ての一般的なコミュニケーションであるんだなというのはちょとずつわかっているので、

（J）”、“『なんでそんなにきついこと言うの』とちょっと怒ってみたりとか、逆にスルー

してみたりとかいろいろ試したのだけど、今ちょっと落ち着いてるんやけどね。いろいろ

試した結果、やっぱ反応すると余計に出るから、過剰な反応はやめようと思って。（I）”な

ど、個人的感情を自己理解した上で、子どもの言動を理解や対応を試みるなど、〈攻撃的

行動を受けた時の感情の統制〉も行われていた。 
このような【スタッフ個人としての心理】の側面を内観しつつも、スタッフは〈攻撃行

動の背景を想像〉したり、より背景を深ぼるために、〈児童の攻撃行動からの家庭背景の

参照〉も行う。“なんかその子がそうしているというよりかは、場面やその状況がそうし

ているなというのは、昨日より感じていました。必ずしも個人の悪意から出ている行動で

はないのかな（I）”や“単なる思い過ごしかもしか、もしたらお父さんとの関係かもしれ
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ないけど、自分がしていることは、されてることかもしれないなって、すごい思った。

（F）” というように、攻撃行動を児童個人とイコールにするのではなく、その周囲の環境

や関係性の中で表出された状態と捉えていることから【エコロジカルなアプローチ】とい

うサブカテゴリーに収斂した。 
しかし、想起される行動の背景にある事象とは、確定された事実ではなく、これまでの

経験や知識からつくられるスタッフの不確定な予測となる。そのため、エコロジカルな視

点を踏まえた対応は、“問題行動があったときにどこまで厳しくいくのかというか。単に

純粋に、悪事をはたらこうとしてそれをしたというよりかは、盗ってしまうという行為を

したような家庭状況が不安とか、不安な状態にある子がそういう行動をしちゃうよなと思

っていて。とすると、それを単に、だめでしょって叱りつけたところで、それって本質的

なんだっけ？って。（I）”の発言でみられるように、迷いのあるものとなる。これを〈攻撃

行動の背景を想像する故の社会的規範を伝えることへの迷い〉と定義した。 
日本の社会福祉分野職の養成では拠り所とする対人援助論に、「バイスティックの７原

則（Biestek Seven）」がある（板垣, 2021；山本, 2014）。原則の一つには、「統制された情

緒的関与」がある。これは、人のコミュニケーションは相手のどのような反応が期待でき

るかによって異なるため、援助者であるケースワーカーは自身が表出した感情によって何

がクライエントからわかるのか、援助目標に対してどんな意味を持つのかを思考する必要

があるという概念である（Felix, 1957＝2006）。本分析で生成された〈攻撃的行動を受け

た時の感情の統制〉は、スタッフ自身が、個人の感情と、役割としてとるべき態度を区別

し、自身の働きかけが子どもにとって及ぼし得る影響を想像しコントロールしているとい

う点で「統制された情緒的関与」の考えと重なる。それゆえ、子ども居場所スタッフもソ

ーシャルワーク的役割の一旦を担っていると示唆される。 
③ - 2：スタッフの問題解決型 コーピングとしてのエコロジカルな視点 
一方、ケアが必要とされる児童とのかかわりのなかでの不満や負担感として、伊藤

（2003）の児童養護施設職員のストレスを調査した研究では、「子どもの性格行動上の問

題」が最上位であった結果が示すことからも、児童の攻撃行動は【スタッフ個人としての

心理】に“個人的には気持ちよくはない”といった負担をもたらすものでもある。伊藤

（2003）はストレスに対するコーピングの方略として、「問題解決コーピング」「感情調整

的コーピング」「回避的コーピング」がなされると説いている。本調査では、〈役割以前の、

個人としての子どもの関わり〉、〈攻撃的行動を受けた時の感情の統制〉、〈攻撃行動の背景

を想像〉が同じ文脈上の発言から概念化された。これは、個人としての心理的ストレスを

一定感じつつも、児童の行動の背景や意味を想像するという問題解決型コーピングの方略

をとっていると考察できる。すなわち、児童の攻撃行動に対するスタッフの反応は、「個

人的感情」と「統制された意図的な感情」という別個の状態がありつつも、それぞれが独

立して存在するのではなく、スタッフのストレスとコーピング方略という線状にあるとも

のだと考えられる。これは対人援助での支援者のメンタルヘルス（伊藤, 2003）と、支援
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の質を上げるための多元的で複合的な視点からの理解（前田, 2018）という一見個別のも

のに見える二つの課題への対処として重要な示唆を与えるかもしれない。ただし、スタッ

フ個人のストレスコーピングは問題解決型以外にも様々な方略を取り得るし、〈攻撃行動

の背景を想像〉といった【エコロジカルなアプローチ】の全てがコーピング方略の意味を

持つものではないことは留意しておきたい。 
 
④『日頃のサポート体制』-【エコロジカルなアプローチ】【人と状況の関連性を踏まえた

話し合い】 
④ - 1：親以外のケア機能としての子どもの居場所 
 児童の攻撃行動を周囲の環境や関係性の中で表出された状態と捉える【エコロジカルな

アプローチ】は、攻撃行動が表出された即時的な対応の時のみならず、『日頃のサポート

体制』としても行われている。具体的には家庭の状況を知るために、親御さんと LINE の

交換や送迎時などの会話をするなどの〈親との情報交換〉が行われていた。“親御さんと

LINE の交換や送迎時などの会話を通して、子どもの情報共有をしている（B）”というよ

うな日常的な会話から、”お母さんは何回か見たときに、お母さんとの関係性は、何かそ

んなに私は気になる感じではなかった。（F）”といった、気になる児童の環境の把握のた

めの観察が行われていた。 
 一方で、あえて〈親との消極的な関わり〉の姿勢をとる場合もあった。その理由として

は、“せっかく親が放っておいてもいいような、息抜きできる場所になっているのなら、

積極的に親と話をしようという感じではないなと思っている。（I）”と、親が親としての子

どもの情報を尋ねられることへの心理的負担を労わるものであった。 
子どもをとりまく諸問題の一つには、子ども自身が抱える問題だけでなく、子育ての孤

立化や子育て鬱といった親が抱える課題も含まれる。その課題への支援策として国は「子

育て社会化」を提唱してきている（山本, 2016）。藤崎（2013）は、「子育ての社会化」に

おける地域社会の役割は、「ケアする家族に対して、ケアの『隙間』を埋めるような役割

を果たすこと」（藤崎, 2013：46）と指摘している。子育てにおける家庭の負担を軽減する

手段として、本分析で概念化された〈親との情報交換〉で関わりを持って連携することも

できる一方で、親のキャパシティとしてカバーしきれない児童との関わりを代わりに担う

意味で〈親との消極的な関わり〉をして、「ケアの隙間を埋める」役割子どもの居場所が

担っていることが示唆される。 
④ - 2： フォーマル・インフォーマルなやりとりの中での情報共有と交換 
 また情報交換は、居場所が設置されている自治体や地域コミュニティ内にある他の機関

との連携も図られる。児童が来られる事業を展開している〈外部セクターとの児童の紹介

の連携〉が行われていた。特に家庭環境や学校生活を理由とした気にかけるべき子は、 
“ちょっと不登校気味で、ちょっと学校とうまくいってなくて、学校に行ったよとか、こ

の先生と話したよっていうときは、なるべくそこら辺の情報を聞くようにはしてます。
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（B）” というように、その子の情報を意識的に把握しようとする動きもみられる。これを

〈気になる子の意識的把握〉と概念化した。スクールソーシャルワーカーや児童相談所、

児童が通っている他の団体、役所といった〈外部セクターとの子どもの情報の交換〉も行

われていた。“月に一回『多世代の居場所を考える会』みたいなのを月に一回立ち上げて、

それに積極的に行って情報共有したりとか。結構うちにも来ていて、そっちの他の居場所

にも行ってという子たちもいるので、こっちで過ごす姿と、そっちの居場所で過ごす姿は

また全然違うし。保護者のふるまいとかも、そのおばちゃんだからこそ築ける信頼関係が

あるから、そっち側で得た情報を共有してもらったりとか。（I）”というように、自身の事

業ではみられない児童や親の様子を収取して、多面的な理解を試みようとしていた。 
 これらの情報を踏まえて、“子どもからの情報も保護者からの情報も両方。普段のこと

も共有します。もちろん重要なことは重要なことで話はするんですけど、子どものこうい

う一面を見れたよとか、何かこういうこと言ってたよっていうのは、共有するようには意

識しています（B）”というように、スタッフ間で児童の様子の共有が行われていた。ただ

し、“何か思い出したときに喋る感じ。その子の話題が出たときとか。スタッフしかいな

いとき（中略） 相談する機会を持ちました、みたいなのは、むしろしない方だと思う

（F）”、“特別に会議の時間が設けられているわけではない（B）” と、定例でスタッフ同

士で問題やサポート方針などを共有したり、検討したりすることはなく、必要な場合に都

度行っているという状態がみられた。これを〈定例カンファレンスの未設定・緊急度に応

じた開催〉と概念化した。 
定例の会議が設定されていないことに対して、“相談する機会を持ちました、みたいな

のは、むしろしない方だと思う。それが良いと思わないけど。（F）”というように、会議

が設けられていないことは積極的な理由ではない言説がみられた。しかし、高橋（2012）
が「制度的なつながりや連携の必要性が強調されればされるほど、現実の関わりのなかで

生まれる意 見の食い違いや方針のズレは悪しきものとして排除され、一貫したクリーンな

協力関係が求められる。そのため、関係機関の関わりには不必要な緊張、閉鎖的な態度が

生じかねない」（高橋, 2012：378）と指摘しているように、むしろ形式ばった会議がある

ことによる「支援機関」や「支援者」としての役割の確立を避けること、スタッフ同士の

緊張的関係性を避けることによって成立された状態とも捉えられる。伊藤（2003）は対人

援助における職員間の良好な人間関係が、ストレスコーピングに加え、支援のための適切

なスーパービジョンを受けるために重要であることが指摘している。学校の教育現場にお

いても、教師間の同僚性が、専門性の開発だけではなく、心理的な相互依存を作ることで、

燃え尽き症候群などの防止を防ぎ、教師のメンタルヘルスを予防するとの言及もある（秋

田, 2006）。これらのことから、児童の情報共有場面において生じるフォーマルな緊張関係

と、それに対する、“普段のことの共有（B）”や“帰り道にしゃべったり（F）”などのイ

ンフォーマルな緊張緩和は表裏に行われ、サポートの質の向上とスタッフの心理的ストレ

スの低減が同時に遂行されているものと推察される。 
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『日頃のサポート体制』の中でも、情報収集場面の〈外部セクターとの子どもの紹介の

連携〉〈親との情報交換〉〈親との消極的な関わり〉を【エコロジカルなアプローチ】サブ

カテゴリーに収斂し、それと区別して、スタッフ同士での情報交換・共有場面の〈定例カ

ンファレンスの未設定・緊急度に応じた開催〉〈気になる子の意識的把握〉〈外部セクター

との児童の情報の交換〉を【人と状況の関連性を踏まえた話し合い】というサブカテゴリ

ーに収斂した。 
 
⑤『反省的な関わりの中での方針』 
 これらの類型化された攻撃行動に応じたスタッフの行動は、明文化されたマニュアルや、

支援方針がある上でとられたものではない。 
⑤ - 1： 形式化しない個人・組織の児童との関わり 
 “自分は攻撃行動を特に気にすることなく、ほぼほぼスルーしている感じです。（D）”

などの、別の人とは関係なく自分の動きとして何をしたかを説明する発言がある一方で、

“怒ることあっても、個人に対して怒ることは多分見たことないね。できないと言うより、

スタッフたちがそれが良いと思っていないのではないのかな（F）”のような、暗黙に組織

に共有された価値観があることも抽出された。このように、児童との関わりの方針を完全

にルール化しているわけではないが、一定の基準や最低ラインを暗明にもち、かつスタッ

フ個々人の「こう関わるべき」に基づいて行動している〈スタッフ個人の信念や方針と、

スタッフチーム全体としての方針の中庸での、子どもとの関わり〉が行われていた。 
 また、「いつでも」「だれでも」来られる子どもの居場所だからこそ、児童個人がくる時

期、来なくなる時期がある。しかし、スタッフはそのことを認識しつつも、気にしてはい

ないし深追いもせず、〈子どもの居場所への参加の流動性の容認〉がされていた。 
上記 2つは、既存の攻撃行動がみられる子どもに対する介入支援で行われる体系化され

た支援や、介入前後の記録といった子どもの徹底した管理などとは反極的であった。しか

しこのような状態は、必ずしも体制の散漫さと言う意味を持つわけではない Schön
（1983=2001）は、教育等の対人現場に関わる専門家は、医学や工学分野で見られる技術

的合理性に基づいて体系的な知識や法則を適用して問題を解決する「技術的熟達者」に対

して、 文脈に依存する不安定な実践の中で、状況と対話することによって、職務を遂行す

る「反省的実践家」であると説いている（表 6）。Hargreaves（1994）は、教師の態度や

価値観、信念、習慣などの文化は、学校という組織の中での関係性の型や形態から生じる

と論じており、子どもの居場所においてもスタッフ個人の考え方と、組織のあり方が相互

的に作用しており、関わりの中で共通の展望が持たれてきていると言うことも考察され

る。 
以上のことから、〈スタッフ個人の信念や方針と、スタッフチーム全体としての方針の

中庸での、子どもとの関わり〉と、〈子どもの居場所への参加の流動性の容認〉2つは『反

省的な関わりの中での方針』とカテゴリー化した。 
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表 6 技術的熟達者と反省的実践家 

 
出所：Schön（1983=2001）を元に筆者作成 

 
5. まとめ 
 本研究では、子どもの貧困や格差、孤立などといった社会的背景から進められている子

供の居場所において、 仲間からの孤立や将来的なリスクが あるとされる攻撃、行動の見ら

れる児童に対しての関わり方を質的に明らかにした。その結果、子どもの居場所において

も、先行研究と重なるような児童の攻撃行動が見られ、また、それに対してスタッフは既

存のソーシャルワーク援助技術やソーシャルスキルトレーニングに近しいサポートをして

いることがうかがえた。また、直接的な支援ではなく、他機関との連携体制や情報交換と

いった地域内でのサポート体制もとられており、コミュニティーソーシャルワークとして

の一役を担っていることも示唆された。 
 
5.1. 攻撃行動がみられる児童への、子どもの居場所での関わりの意義 
5.1.1. vulnerable population approach としての意義 
子どもに関する問題への介入としては、現在、リスクや課題を抱える子どもたちへの介

入や、疫学的な調査によるリスクの予測因子を持つ児童たちをスクリーニングした徹底し

た介入が、支援の効率化の観点から必要とされると思われるかもしれない。しかし、行動

上の問題のリスクと 防御推進要因は あくまで確率論的であって完全ではなく不確実であり

それは偽陰性を伴う偽陽性率の高さと言う特徴を持つ（Loeber & Stouthamer-Loeber, 
1988） このような予測が不完全であるという問題へのアプローチとして、すでにリスクが

見込まれる個人レベルのハイリスクアプローチに対し、集団レベルのポピュレーションア

プローチという考え方がある。 ポピュレーションアプローチは、物理的及び社会的な環境

におけるリスクを軽減することと防御を促進する事に目的が置かれ、集団全体の健康状態

を防御して促進することを目的と置かれる（Fraser, 2004=2009）。個人のリスクに基づい

て見極められるのではなく、一般の人たち全体に向けた介入をすることで、一人当たりに

かかる費用が少なかったり、地域全般の健康状態を上げること、貧困を軽減すること、政

策的な戦略を改善すること、効果的な教育制度を作りだすことができるとされている

（Haggerty & Mrazek, 1994）。現在行われている子どもの居場所事業は利用できる子ども

の条件に制限がなく、子どもの貧困や、心理的な問題に対する予防としてのポピュレーシ
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ョンアプローチとして位置づけられると考えられる。その点では、子どもの居場所は今後

の日本の子どもの貧困や格差、メンタルヘルスの予防として重要な位置付けの事業の１つ

となると考察できる。 
しかし、ポピュレーションアプローチが完全なる問題解決の解とは言えない。ポピュレ

ーションアプローチが格差を拡大すると言う指摘もある（福田, 2008；Frohlich & Potvin, 
2008）。Frohlich & Potvin （2008）によると、介入の効果やリスクの減少は、元のリスク

の大きさによって異なるという。介入の効果は、介入前のリスクが大きい集団より介入前

のリスクの小さい集団に大きく影響するため、結果として、集団全体のリスクの平均は小

さくなるが、リスクの高い集団と低い集団との差が大きくなると説明されている。そして、

Frohlich & Potvin （2008）は、 ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチと

は異なる。第 3 の方法論として vulnerable population approach を提唱している。これは、

ハイリスクアプローチで対象とする、特定の危険因子の暴露の測定値が高いことによって

定義されるリスクのある集団に対して、ある社会的特性を共有しているために「リスクの

リスクがより高いサブ集団」へのアプローチを指す。本研究で着目した攻撃行動もそれ自

体は、発達上典型的にみられる行動であり、問題のあるものではないが、他のリスク要因

と絡み合うことで将来的な内在化行動や外在化行動を予測する因子でもあることを指摘し

た。その点で、今回調査の対象となった事業所では、教育や心理を学ぶスタッフなどもお

り、子どもの行動に対する省察的な検討する様子も見られ、「誰でも」という窓口から

「気になる子ども」を検討し、必要に応じて公的機関や専門機関につなぐといったプロセ

スも見られた。これは、攻撃行動と言うリスクのリスクとなる行動に対してアプローチし

ている予防的な取り組みとも考えられる。 
一方で複数の事例には見られず概念化はされなかったが、行動上の問題が見られたが、

その後居場所に来なくなり、現在どうしているかわからないといった子どもがいることも

インタビューの中で分かった。子どもは発達過程において、さまざまなコミュニティーや

人との関わりにおいて成長していくため、1 つの施設や居場所だけに関わり続けるという

事が重要なことであるとは言い難い。しかし、リスクの高い子ども等は 属するコミュニテ

ィーによっては、よりハイリスクな状態に暴露する危険性があることも指摘されている

（Thornberry et al., 1994）。そのため 地域内で子どもをネットワーク的に見守る体制が必

要であると考えられる。社会的孤立の予防や社会的弱者への地域での包括的な支援として、

支援を必要する人の情報をいち早く察知し、適切なタイミングで支援を提供することが望

まれる一方で、近年は個人情報保護や守秘義務の点から、情報を共有することにジレンマ

が生じやすくなっている（今井, 2017）。今回のインタビューのケースでは、〈外部セクタ

ーとの子どもの情報の交換〉という生成された概念のように、地域内に多数の民間団体が

あることで情報を共有する会が設けられていたり、補助金の助成から始まった役所との関

係から情報交換の関係に移行したりなどが見られた。今後は、このようなネットワーク体

制がどのようにリスクの抑制に影響及ぼしているかを評価し、他の子どもの居場所のモデ
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ルとして展開していけるかを検討する必要がある。 
 

5.1.2. 実践共同体としての意義 
また今回、子どもの居場所スタッフへのインタビュー調査において、攻撃行動が見られ

る児童を上げてもらったところ、どの児童においても CBCL によって臨床域に達する行動

の問題を抱えていると示されていた。先行研究では攻撃性を持つ児童や外在化問題を持つ

児童に対しては専門的な介入が必要とされると指摘されている。今回の調査では スタッフ
の中に専門職が数名いることや、教育経験や心理分野の知識があるスタッフがいることに

よって、状況に応じたサポ―トがなされていた。一方で、組織内での共有体制等は明文化

された形で構築されているケースは見られなかった。このような形態は、教育や対人支援

現場で見られる反省的実践モデルと共通するとの指摘をした。反省的実践家モデルの議論

では、サポート提供者の成長には、単純に経験年数を積めば良いのではなく、また、講義

や研修で簡単に技術が身に付くわけでもなく、提供者本人が自らの実践の中で反省的に学

ぶ必要があると言われている（村瀬, 2006）。しかし村瀬（2006）は、反省的に学び、成長

していくための反省的思考がどのように養われるかの原理はいまだに確立しているとは言

い難いとも指摘する。Jullien & Kolb（1984）は、経験からの学習モデルとして、「具体的

経験→内省→教訓の引き出し→新しい状況への適応」というサイクルを示している。

Dewey（1938）は、経験全体を振り返り、自己の行動や思考を言語化し、その時の判断に

ついて再度考えその意味付けをする「reflection」 の重要さを説く。このリフレクション

は、看護や看護研究と言う対人支援においても必要であることも議論されている（田村・

津田, 2008）。また経験からの学習は、個人中でのメカニズムに留まらない。レイヴ & ウェ
ンガー（1993）は、組織の中での相互的な活動を通じて、学習を推進させていく構造とし

て、「実践共同体（communities of practice）」の概念を示した。実践共同体における学習

は、学習を知識の獲得に還元する二元論ではなく、行為者、世界、活動、意味、認知、知

ることなどが関係論的相互依存性を持ち社会的に構成されていくとしている。 
子どもの居場所という実践は、子ども個人が受動的に発達させられる場でもなく、スタ

ッフ個人の単純なスキルの研鑽の場でもなく、支援される子どもと支援するスタッフとい

う対の関係で説明されるパターナリズムでもない。子どもの居場所は、多様な世代や特性

を持つ子ども、実践者でありその地域に暮らす住民でもあるスタッフ、個人それぞれの想

いと役割認識、それぞれの主体の相互作用の中で形成される組織、地域の文脈や文化など

が、有機的に関わり合いながら構成されている。 
このように、子どもの居場所が要サポートの子どもの地域資源となっている一方で、各

アクターやコミュニティーに依存する実践共同体だと捉えると、政策として子どもの居場

所を広めていくにあたっては、単純に数を増やすだけではなく、また、既存の支援技術を

適用したり、援助の方法論の研修を行うだけでなく、混沌とした環境の中での実践をしな

がら 学習を推進していくために、組織体制づくりや仕組みづくりを今後検討していく必要
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があると言えよう。ただし、現在の組織体制や支援体制が継続的な非営利活動や任意団体

の活動としての維持を支えている可能性も否めないため、その点も慎重に考慮していくに

必要がある。 
 
5.2. 本研究の意義と今後の課題 
これまでの攻撃行動のある児童に関する研究は、教育実践、保育実践分野で支援者や支

援体制に焦点があてられた研究か、もしくは、発達心理や精神保健福祉からの児童本人へ

の支援技術に関する研究であり、それぞれの主体の特徴を別個で明らかにするものであっ

た。しかし現実に起こる事象は、子ども自身の問題の議論がおこれば、それは単純にサポ

ート量を増やしたり、質を良くすれば良いという機械的な話ではなく、それを実行するた

めの、支援者の研鑽、円滑に実行するためのコミュニケーション確保、労働者としての権

利の保障や充実、家族や地域との関係性構築などが必要になり、過重労働や支援者側のメ

ンタルヘルス、政治政策等、子どもとは 別の主体者の問題になる。 その点において本研究

は、児童の行動とその背景、児童の行動に対するスタッフの行動とその背景、子どもの居

場所の組織としての動き、という複数の主体者とレイヤーを踏まえて 1 つのダイナミクス

の事象を論証した事は、研究成果の現場への還元・実践への応用という点で貢献するもの

である。また、子どもの居場所スタッフからは、日々忙しく自分たちの取り組みを振り返

る機会がないとの声も出てきていた。その点では、日々の取り組みや出来事に関する経験、

知識の再編成と意味で意義のあるものとなった。 
一方で本研究ではいくつかの課題も残る。攻撃行動の見られる児童に対する、子どもの

居場所の活動という先行研究ではまだ少ない介入支援の意義を明らかにするため、探索的

な質的研究ではあったが、将来的なリスクの予防・介入という観点では、具体的に有用性

がみられるサポートは明らかにできていない。今後の課題として、子どもの将来的なリス

クの保護因子となる他者の関わりの特徴を明らかにすることを目的として、子ども支援現

場で支援者と子どもの関わりについての継続的な行動観察、コーディングによる量的分析

と、そこで抽出された因子を用いて、リスクの予測因子を持っていた成人対象の後ろ向き

コホート研究などをとしてより精緻化した研究が必要となる。 
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